
予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　新ぎふ田園回帰就農モデル事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農村振興課　農村支援係　電話番号：058-272-1111（内3158）

　　　　　　　E-mail：  c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　10,000千円（前年度予算額： －千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
都市に住む若者を中心とした農村への関心の高まりや定年退職を契機と
した農村での定住志向など、新たな生活スタイルを求めた「田園回帰」の動
きの中で、農業や農村への魅力が再認識されています。そこで、兼業収入を
得ながら「ゆるく就農」を望む移住希望者も新たな農業の多様な担い手とし

て位置付け、農地を維持し農村振興を図るため総合的な支援を行います。
　また、農村資源を活用した新たな農村ビジネスに係る支援を行い、農村に

おける雇用機会の創出、交流人口の拡大を図ります。
（２）事業内容

「ぎふ田園回帰就農」モデルの情報発信
　（１）農村における新たなビジネスモデルの調査・分析とＰＲ

　　　県外から農村へＵ・Ｉターンの移住を促進するため、農業・農村資源を活
用した新たな農村ビジネスや兼業就農など先進的な取組を調査・分析し、「ぎ
ふ田園回帰就農」モデルとして取りまとめ、移住定住を考えている都市圏等
の人たちに情報発信を行います。
　（２）「ぎふ田園回帰就農」体験ツアーの実施

　　　「ぎふ田園回帰就農」モデルを基に、農村での生活を望む若者に実際に農
業体験や農村の見学、モデル実践者等との意見交換を通じて移住に向けた取
組を促進します。
（３）県負担・補助率の考え方

「ぎふ田園回帰就農」モデルの構築

　　　県内全域のモデルの構築のため、県が実施する。

（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	旅費
	396
	市町村、農村ビジネス実践者等との打ち合わせ

	需用費
	72
	事務消耗品費

	役務費
	24
	郵便、電話代

	委託料
	9,508
	「ぎふ田園回帰就農」モデル調査分析、モデル体験ツアー等

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　

「ぎふ田園回帰就農」モデル調査分析の経費として1,000千円を計上し、その他は、清流の国ぎふ移住定住コンシェルジュで対応することとします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・ぎふ農業・農村基本計画
　　　　田園回帰就業モデルの構築・普及による移住定住を支援

　　　　農村における雇用機会の創出、交流人口の拡大
（２）国・他県の状況

　　　・先進県である島根県では、平成２２年から半農半Ｘ（兼業就農）による
支援を行い、新たに５年間で４０名の移住、就農者を確保している。
（３）後年度の財政負担
　　　・モデル事業として５ヶ年の実施する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　人口減少の大きい農村集落へ、若者を中心とした兼業就農者の移住定住を促進し、農村集落のコミュニティの維持・活性化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	　農村ビジネスや兼業就農などの先進的事例を調査・分析し、「ぎふ田園回帰就農」モデルを構築し、情報発信を行う事業であるため、指標を設定することはなじまない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	都市部では豊かな自然の中で兼業就農し、移住定住を希望する者が増えているため、それらの移住定住希望者に対して情報発信し、移住定住を促進する本事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	　兼業就農希望者に対して、新たなビジネスモデルを創出し、雇用の機会を創出することが必要である。



（次年度の方向性）
	・高齢化、過疎化が進む農村部に、兼業就農による移住定住者を受け入れることにより、農村集落のコミュニティの維持・活性化を図るため、引き続き関係部局と連携しながら継続実施していく。



